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特措法等の改正に当たっての要望事項 

 

１月５日、８日、13日の「新型コロナウイルス対策政府・与野党協議会」における意見聴

取を経て、政府においては現在、新型インフルエンザ等対策特別措置法並びに感染症法及び

検疫法の改正案のとりまとめを行っていると承知しているが、政府案の取りまとめに当た

り、党としての要望事項を集約したので、ここに要望書を提出する。 

 

１．  総論 

・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法等改正案としていわゆる束ね法案とするこ

となく、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」の改正と「感染症法及び検疫法」

の改正に分けて、審議すること。 

・ 審議に当たっては、国民各層の幅広い意見を聴し、法改正や今後の施策に反映させ

るために、公聴会や参考人質疑も行うこと。 

 

２． 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正について 

（１）「まん延防止等重点措置」の創設について 

・ 国会の関与なく内閣の判断で、平時とは異なる人権制約を許容する仕組みは、民主的

統制と人権保障の観点から極めて問題である。ましてや、緊急事態宣言下でないにも

かかわらず、命令違反に罰則を科すべきではない。 

・ 政府からのヒアリングにおいては、「まん延防止等重点措置」で可能な措置と、緊急

事態宣言下で可能な措置の区別が極めて曖昧であった。運用によっては、国会関与を

潜脱して緊急事態宣言下とほぼ同様の措置をとる手段として利用されることを強く

危惧する。このように平時と緊急事態宣言との間に、ほぼ緊急事態宣言と類似の第三

のカテゴリーを創設することは、緊急事態宣言の形骸化につながりかねないことか

らも、慎重に考えるべきである。 

・ まずは、現行の第 24条第９項（平時）及び第 45条（緊急事態）のそれぞれにおいて

できることと必要な手続きを整理し、その上で、「まん延防止等重点措置」が必要で

あれば、その個別具体的な措置と必要な手続きを整理して提示するべきである。 

 



（２）休業要請等に対する事業者への補償について 

・ 「罰則」が必要な場面であっても、それは「十分な補償」とセットでなければなら

ない。そのためにも、財政支援の基準を明確にすべきであり、具体的には事業規模

別に補償ができるような記述にすべきである。 

 

（３）緊急事態宣言の発出は、平時とは異なる強い人権制約を伴うことから、国会の事前承

認を要件とし、迅速性の観点から例外的に事後承認を認めるべきである。 

 

（４）法第 45条第２項の対象施設については、｢多数の者が利用する施設｣として、その詳

細を施行令第 11条に規定しているところであるが、政府は 1月７日、面積要件を外し

て飲食店等を対象に加える改正を行った。これは、法の趣旨を逸脱し、法律による政令

への委任の範囲を超える疑いが強く、極めて問題である。 

 

３． 感染症法及び検疫法改正について 

（１） ホテル療養及び自宅療養について 

・ ホテル療養等の要請に応じない場合又は療養先から正当な理由なく外出した場合

に、入院勧告・入院措置を経て刑事罰（罰金と懲役）を可能とする提案は、病床逼

迫状況を悪化させるので強く再考を促す。むしろ、療養感染者の病状把握等を強化

することで協力へのインセンティブを高め、必要に応じて療養勧告を可能とするべ

きである。 

 

（２） 積極的疫学調査等での調査協力拒否に対する対応について 

・ 「罰則」により調査協力を促す手法は、かえって検査忌避・結果隠蔽を増加させる

懸念が指摘されている。懲役ではなく罰金のみであっても、刑事罰という選択の適

格性については、調査拒否の実態などの立法事実を精査し、構成要件等を含め慎重

に検討するべきである。                       

 

（３） 入院拒否に対する刑事罰について 

・ そもそも入院拒否に刑事罰（罰金・懲役）を科すことについては、極めて慎重に検

討すべきである。人に居場所を強制する制度に関する最高裁判例に照らしても（例

えば心神喪失者等医療観察法の違憲が争われた最高裁判例で①法の目的の正当性

②強制入院の措置の必要性や妥当性③裁判官の審理や弁護人が付添人になるなど

厳格な手続保障などを検討した上で合憲）違憲の疑いが濃いとする憲法学者からの

指摘もある。また、入院したくてもできない病床逼迫の解決が喫緊の課題である現

状において、入院拒否が感染を拡大させたという根拠（立法事実）も明らかでない。

慎重な検討と再考を要請する。 


